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ABSTRACT
　民族集団，海外滞在者集団の中でも，子どもの二言語識字習得を助長する日本人海外滞在者の努力は，
両言語によるそれぞれの国家の学習指導要領（主流知識）への識字達成を目標にする介入支援の珍しい
実例である．日本人の海外滞在者の努力は，子どもが英語などの世界言語の学習言語を習得することを
劇的に促進している点では同様な他の民族集団が，最終的には片方の言語（主に第二言語）を学歴のた
めに重視し，もう一方の言語（主に第一言語）による学力の目標を「エンリッチメント教育」のレベル
に下げがちであるのとは対照的である．二つの言語を｢両立｣させようとする営みは，バイリテラシー習
得のいわゆる利点と海外滞在の状況によって必要となるのであるが，両立の成功は児童期の間の多大な
学習努力を要求するのである．両言語における児童期学習言語環境（CALE）を準備する海外滞在者の保
護者のさまざまな努力や，両言語による学習活動を両立する経験を理解するために，三人の保護者との
インタビューが行われた．分析結果が示したのは，両立したCALEの維持のための海外滞在者の生活進路
不確定の重要性と，正式には短期滞在者の子どもの学習ニーズに重点を置きながら長期滞在者や永住者
の活発な参加にも依存している補習授業校を拠点とする在外日本人コミュニティの重要性であった．
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　海外に在住する日本人家庭の多くが，二つの教
育制度の下で運営される教授言語の異なる学校に
子どもを通わせる事によって，バイリンガリズム
の習得とバイリテラシー（二言語識字）を目指し
ている．それは海外勤務などの必然的結果に見え
るが，多くの家庭での動機には一種のエリート・
バイリンガル教育志向が明瞭にある．バイリンガ
ルになることによって，日本国内でのモノリンガ
ル教育だけでは得られない可能性の扉が開くので
あり，このようなエリート・バイリンガル教育は，
アジア地域の広い範囲で見られる動きの一部であ
ろう．しかし，そのようなバイリンガリズム，バ
イリテラシーの夢を実現するための苦労や工夫，
それにそのようなバイリテラシー実現の限界も見
逃せない．
背景
　日本の外国語教育に携わっている教育者の間で
は，どのようにしてその外国語を学習者の使える
意味伝達手段にするか，つまり日本の英語教育の
コミュニケーション能力育成が大きな課題とし
て唱えられてきた（Clark, 1998; Hughes, 1999, pp. 
561-563; Yoshida, 2003, p. 291）．例えば，日本の中
学校の英語の授業では，いつまでも学習者が英語
を日本語に訳して理解しようとしたり，教師が日
本語に訳して理解させようとしたりする傾向が見
られ（木本，2000，p.61; Nakata, 1990, p. 82），英
単語を多く暗記させ，授業では英語の文章を分割
してその文法構造を（日本語で）分析するような
教授法（Aspinall, 2003, p. 106）は，日本の英語教
育の悪弊だと批判を頻繁に受けてきた．
　そのような公教育への批判を受けて，自分の子
どもをインターナショナル・スクールに入学させ
る若い親が日本でも韓国でも最近増えてきた（増
田，2005，p.142; 日当，2004，p.54）．インターナ
ショナル・スクール側もちょうど不景気のあお
りを受けて生徒数を確保したいという事情があ
り，教授言語の英語を母語としない生徒を以前よ
り多く入学させてきたのである（Murphy, 1990 in 
de Mejia, 2002, p.15）．一方，親の身分や立場に伴
う機会を生かしたやり方として，企業での海外勤
務，研究等で家族を英語圏の国へ連れて行ったり，
あるいは英語が教授言語となっているインターナ
ショナル・スクール付きのアジア勤務を目指した
りする日本人もいる．
　いずれにしても，子どもに英語を覚えさせ，外
国語として使えるどころか，母語（日本語）と同
様に英語が使えるバイリンガルに育てることを多
くの親が望み，そのために，学校教育の全科目を
 Among ethnic and traveling groups, Japanese sojourners’ efforts to facilitate their children’s biliteracy 
acquisition represent a rare example of interventions aimed at the attainment of literacy in mainstream 
knowledge of both languages. These efforts contrast with efforts of other ethnic communities that, while 
similarly engaged in dramatically facilitating their children’s literate acquisition of a world language such as 
English, ultimately emphasize one of the two languages (typically L2) for future credentials and demote literate 
proficiency in the other language (typically L1) to a form of enrichment. Striving for “balance” in the two 
languages is necessitated both by the perceived advantages of biliteracy and by the circumstances of sojourning, 
but successful balancing requires considerable academic effort during childhood. Ethnographic interviews with 
three sojourning parents were conducted to understand the range of parental efforts at arranging their children’s 
childhood academic language environments (CALEs) in both languages, as well as the experience of balancing 
academic activity in both languages. Findings demonstrated the importance of sojourners’ lifestyle uncertainty 
for the maintenance of balanced CALEs, as well as the centrality of an overseas Japanese community, with 
a hoshuko (supplementary school) hub, focused formally on the academic needs of short-term sojourning 
children, but dependent on the active participation of longer-term Japanese sojourners and settlers.
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英語で教わることが最善策としてとらえられてい
るようである．この傾向は，最近の多くの日本人
の知識階級だけでなく，台湾，香港，韓国などか
ら英語圏に留学している若者のパラシュート・
キッズ（教育のために留学や移民する未成年のこ
と）やアストロノート・ファミリー（教育のため
に片親が子どもを連れて海外に在住する家族）の
現象にも見られるものである（Tsong & Liu, 2009; 
Waters, 2003）．彼らは，1990年代後半からカナダ
やオーストラリアなどで永住権や二重国籍を取得
したりして，子どもを英語圏の町に住ませ，現地
の学校に入学させているのである．状況は違うが，
インド，パキスタン，バングラデシュ，香港，シ
ンガポール，フィリピンなどの諸国が植民地時代
から築いてきた英語教育の長い伝統を持ち，それ
を経済的発展に生かしていることも，教育制度の
似通ったアジア地域における英語教育現象である
と言えよう．
　このように，現代のアジア地域の超国家上層階
級（Robinson & Harris, 2000等参照）の中には，外
国に完全には移民しないまま国際人を育てようと
している家族，また必要のために（海外勤務や留
学，在外研究などのために）そうせざるを得ない
家族が多くいる．その子どもたちは確かに高いレ
ベルのバイリンガリズムを習得するが，それに伴
う教育の問題を抱える覚悟が必要である．なぜな
ら，ひとたび外国に移民してしまえば，第二言語
を十分習得すれば（それだけも大変ではあるが）
不自由のない生活が保障されるからである．母語
は使いたいときだけ使えばよいのである．
　しかし，いずれ帰国する予定の在外家族や，子
どもが在外インターナショナル・スクールに通学
する家族は，子どもたちが卒業後に日本国内で高
等教育を受けるか社会人として活躍する予定であ
れば，幼いうちから現地の主流の教育言語である
英語による学習言語の習得と同時に母語による学
習言語も保持・習得しなくてはならないため，子
どもたちに第二言語教育と母語保持・習得活動を
続けなければならない．その第一・第二言語習
得・保持活動にはさまざまな形があり，状況に
よって相違点が多々あるのだが，共通するのは，
いわゆる「母語のバイリンガリズム」だけでなく
「二つの母語におけるバイリテラシー」も目指し
ていることである．バイリテラシーとは，いわゆ
る二言語識字，つまり二つの言語での読み書きが
できるということである．
　日本人海外子女の教育に関するこれまでの文献
では，主に海外子女の第二言語における教育の現
実のみを扱った調査（例えば，Hayashi, 2006），滞
在先の国への移民として捉えたいわゆる「継承
言語教育」（Heritage Language Education）に関す
る調査（例えば，Sakamoto, 2006; Chinen & Tucker, 
2005），あるいは，帰国後の教育に焦点を当てた
調査（例えば，Minoura, 1984; Ono, 1994）が多かっ
た．しかし，海外子女の多くは最終的に英語圏の
国に移住する意思を持たず，一方で日本への帰国
だけが彼らの受ける教育の目的だというわけでも
ない．両方の学習言語による習得によって識字を
偏らずに達成しようとしているものが多いのであ
る（Langager, 2001, 2002, 2010）．
　ところが，バイリテラシーにも多様な目的，レ
ベル，質がある．例えば，インターネットで母語
を使ってオンライン・コミュニティーに参加する
アメリカの言語少数民族の若者が身に付けている
のもバイリテラシーであると主張する研究者が
いる（Hornberger, 2007, p. 328; Bartlett参照）．しか
し，そのオンライン・コミュニケーションの質的
水準は，英語圏の現地校通学と両立しつつ日本の
学習指導要領に基づいた勉強を（部分的に）取り
扱い，日本国内並みの水準を求める（主に土曜日
の）補習授業校に通っている日本人海外子女のバ
イリテラシーと同じものだとは決して言えまい．
前者の場合は自己表現，親戚や友人とのコミュニ
ケーション，あるいは趣味が目的で，さほど厳し
い教育課程を自分たちの民族言語で克服する訳で
はなかろう．その場合は，エンリッチメント教育
（稽古事と同様に，一般社会の一人前になるため
に不可欠なものでなく，自己生活を豊かにするた
めの学習）の一種である（Langager, 2001）．それ
とはかなり異なり，補習授業校で母語保持活動を
している日本人の在外家庭，特に短期滞在予定の
家庭では，子どもは年齢相当の知識を現地校でも
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補習授業校でも習得することが期待されているの
である．つまり，第一・第二言語双方におけるそ
れぞれの国家の教育課程（あるいは主流の教育課
程）を両立させ，どちらの社会においても一人前
と言えるようになるための二言語識字を習得する
という大それた挑戦を試みようとしているのであ
る．その負担に応える国家レベルでの努力におい
て，日本は世界に類を見ない対応をしていると言
えよう．
海外子女教育の現状
　文部科学省（2007）によると，2006年 4 月15日
現在の海外滞在の義務教育年齢の日本人児童生徒
の数は，およそ 5 万 5 千人であった．ここ数十年
間海外子女の数が増えてきたが，その増え方には
やや多様な傾向がある．例えば，2004年までは大
多数がアメリカ合衆国に住んでいたが，それ以降
はアジア地域に住んでいる者の方が多くなってい
る（文部科学省，2006a）．しかしながら，アメリ
カの現地校と土曜日の補習授業校の学習を両立さ
せる生活は，今までの日本人海外子女教育の代表
的なパターンであると言っても過言でない．海外
滞在家庭の子どもの教育のニーズに応えるため，
文部科学省は世界各地で補習教育を補習授業校の
形で支援している．外務省の報告書によると2004
年 4 月15日現在全世界で186校もあるのである
（文部科学省，2006b）．
　ひとたびその状況に置かれれば，駐在員型の両
立教育を受ける海外子女は必死になって両立を続
けなければならない理由がある．帰国の準備があ
るからである．入学や編入するべき国内の学校の，
日本の法律で認められた帰国子女の教育資格は，
全日制教育だけなのである（海外子女教育振興財
団，1999）．従って，例えば補習授業校でいくら
よい成績を残した中学生でも，現地の中学校の相
当学年を無事に修了していなければ，帰国後，中
学教育として国内では認められないのが原則であ
る 1 ．かといって，現地校だけで頑張って勉強し
て，補習授業校に通わなくてもよいと言っても不
都合な点が出て来る．例えば中卒の時点で帰国す
ると，海外での教育を認められても，帰国後の適
応が，高校入試を始めさまざまな面で大変困難に
なる．
　従って，海外滞在中，順調な現地校学習と集中
的な補習授業校学習の両立を持続しなければいけ
ないことは，海外滞在者の間の一般常識になっ
ている．そのような学習両立を成し遂げるため
に多くの苦労がなされているのである（Langager, 
2001）．補習授業校の中にも 2 科目補習校と 4 科
目補習校がある．前者は主に国語や算数・数学を
教えることが多いようであるが，後者では国語，
算数・数学，理科と，社会が教えられる（英語
や，その他の科目は現地校で取り上げられるもの
で十分とされる）．いずれにしても，義務教育期
間の各学年の全ての科目の教科書は海外子女教育
振興財団を通して日本政府より提供され，補習授
業校で配布され（ibid, p. 57; Consulate, 2006） 2 ，補
習校で教えない科目の教科書は個人の裁量に任さ
れる． 3 
　バイリテラシーの学習両立を遂行するために
は日本人海外滞在家族は現地校と補習校の他に
塾，日本語の家庭教師，ESLや英語の学習を教え
てくれる家庭教師，現地校でのESL教室，現地
の夏のキャンプ（英語）や日本人向けの夏のキャ
ンプ（日本語），日本での夏の学校体験入学，あ
らゆる日本語のメディアや通信教育などさまざま
な方法で日本語を保持しながら，両言語における
識字そのものを習得するよう促しているのである
（Langager, 2010）．補習校の役割は教育だけでなく，
日本人家族が集まる一つのコミュニティをなし，
連絡場所になっている（Langager, 2001）．土曜日
の放課後の勉強会を始め，遊びの約束，日本人が
好む店やもの，近くの日本人児童向けの塾や教育
ボランティア団体，最新の日本語の通信教育や電
子ゲーム・メディアなどに関する情報交換，帰国
後の教育における問題の相談やさまざまな協力場
面の情報や連絡中枢になっているのである．
　これらの教育活動や遊びの準備は，子どもに優
れた「教育環境」をもたらしていると言えるであ
ろうが，同時に親の各選択が策略的言語環境もも
たらしていると言えよう．バイリンガルになるた
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めには両言語における言語環境が肝心であり，海
外子女の親が準備してもたらしている両言語の言
語環境はまさにバイリンガルの言語能力の現在・
将来につながるのである．しかし，バイリンガル
になっても社会人として両社会に十分参加できる
「一人前」になるとは限らず，両社会において大
人の参加者として認められるためには，一般市民
として持つべきだとされる知識も習得しなければ
ならない．そのような知識を習得するという目標
を達成するためには，言語を習得する機会だけで
はなく，それに適した教育が必要である．そのた
め，言語の環境が適切に準備されているとしても，
海外子女の親が意図して準備しているのを表そう
とすれば「言語環境」の言い回しでは不十分であ
ろう．
　むしろ，バイリテラシーを目指している日本
人海外子女にとってバイリテラシー発達に肝
心な「環境」とは，教育と言語の双方を含めた
Childhood Academic Language Environments (CALE)，
いわゆる児童期学習言語環境である（Langager, 
2010）．それは児童が両言語で関わるすべての教
育・言語活動がなされる環境を示す意味を持つの
である．
　本調査では，海外子女のCALEをより良く理解
するために，両言語における学習の両立がどのよ
うな努力，準備，学習習慣の形成を伴うかを検討
した．海外子女のCALEには，上記のようにさま
ざまな教育・言語活動がなされており，補習授業
校通学はその一要因にすぎない．とは言え，補習
授業校が存在している地域の日本人コミュニティ
にはその存在が大きい．補習校は母語における主
要の学校教育を受ける場所である他に，教科書配
布，イベントなどの情報交換の場所でもあるから
である．そのため，本調査では，アメリカ西海岸
にある補習授業校に関わる家族が，日本語と英語
による学習両立のためにどんな生活上の工夫をす
るのか，それに補習授業校通学に何を得ているの
かをインタビュー調査で定性的に分析した．
　海外子女の学習両立を検討するに当たり，2 科
目補習校よりも 4 科目補習校の事例に絞って考察
した．それは，後者では一般的に日本人の国民と
して義務教育期間中に習得することが期待される
知識全体を比較的に徹底してカバーした学習両立
の機会を提供していると思われたからである．日
本語と英語での学習を両立させようとしている日
本人海外子女の保護者から，家庭教育や言語に関
する経験を問い，家庭ではどのような方法で補習
教育を行っているか，補習教育がどの様にバイリ
テラシー習得を助けるかの観点から検討した．
研究方法
　本調査では，アメリカ，ワシントン州にある 
4 科目補習校であるシアトル日本語補習授業校
で，3 家族の母親との面接を行い，民俗誌的イン
タビューを行い，オープン・クエスチョンを利用
して家庭教育について問うた．それへの反応をコ
ンピュータ・ファイルに記録し，その記録に基づ
いて各家族のプロフィールを構築した（Seidman, 
2006）．それらのプロフィールの中で調査協力者
の教育介入支援を示唆する全てのコメントを青く
塗った．青色で示されたこれらのコメントを全て
スプレッド・シートのファイルに，1コメント，1
セルの方式で入力し，各協力者のコメントはそれ
ぞれ違うワークシートに入力した．
　次に各コメントを表1に示したようなカテゴ
リーに再配置した．「介入支援の分類」，「介入支
援策」，「介入支援の要素・選択」，それに「助長
の手段」である．こうして各行のラベルを指定し，
左側に入力した．各ラベルは先行研究の理論的枠
組みに基づき（Langager, 2001, 2002, 2010），上記 
4 つの内の適切なカテゴリーの下に位置付けられ
た．
　コメントのデータを配置することにより，複数
の同一コメントや，無関係なデータ（例えば，本
調査の領域を越えた親の信念に関するコメントな
ど）を見出すことができた．さらに，一つ一つの
ワークシートからコメントの行のラベルの分類構
造がボトムアップ式に構成され，最終的に全ての
コメント・データがはめこまれた意味論的総括テ
ンプレートができ上がった（文脈から離れたコメ
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ントの代名詞は全てしかるべき固有名詞に変換し
た）．こうして完成したテンプレート（表1）が
本調査の主な結果であり，スプレッド・シート・
ファイルで各ラベルの右に配置された各コメント
は，そのテンプレートの各概念の実例の役割を果
たしている．そのため，ここで示す分析結果は，
3事例の順序的提示ではなく，「事例間分析」方式
による「非順序構造」をとったものである（Yin, 
2009, p. 178参照）．
子どもの学習言語環境の介入支援に関する定
性分析の結果
 児童生徒の学習言語環境への保護者からの介入
支援の分類には次のものが見られた：生活状況の
準備，主要の学校教育の準備，補習教育の準備，
宿題遂行の監督，メディアの使用および保護者の
教育資源であった（表 1 参照）．各分類はさまざ
まな介入支援策群から構成しており，これらは場
合によってさらにさまざまな要素や選択を伴い，
さまざまな手段で助長されていた．介入支援の各
分類は以下の通りである．
　アメリカに住んでいた理由としては海外勤務や
国際結婚があり，必然的な部分は無論あったもの
の，生活状況を整えることによって保護者が子ど
もの教育に介入することを考えていた場合もあっ
た．例えば日本人児童の遊び相手を見付けたり，
地理的に移動することを工夫したりした．あるい
は職場における転勤状況を良く調べたり，シアト
ルに転職するために専門的資格を新たに取得した
りすることさえあった．例えば，日比谷氏のアメ
リカ人の夫，スタイネガー氏は，ある州で弁護士
を勤めていたにもかかわらず，子どもの学校のた
めにワシントン州の司法試験を受け，日本人が多
く住んでいるシアトルでの仕事を見つけて引っ越
したのであった．
　同じく，主要の学校教育機関は，幼稚園児・
小・中学生のほとんどの場合は実質的に現地校以
外の選択肢はなかったが，現地校の中でも優れた
学校を探したり，途中で転校させたりもした．大
曲家は別の州から引っ越して娘カコを 2 つめの幼
稚園に入れた後，IQテストの結果が良かったた
め 4 ，優れたギフテッド教育プログラムを探しな
がらさらに 3 回も転校させていた．それらのギフ
テッド教育プログラムは，アメリカで広く知られ
る Iowa Test of Basic Skills （ITBS）を適性検査とし
て用いているが，オープン・ドアーズ小学校で
ITBSスコアが（一般人口の内）上位の 5 ％に入
ることが条件であったのに対して，ジュピター小
学校では上位の 2 ％のスコアが最低条件であった
ために，さらに上を目指して挑戦させ，転校させ
ていた．同じ大曲家では，カコの弟の兼君を日本
語と英語両方の幼児教育を受けさせるために，曜
日別，時間別に 2 つの幼稚園に通園させ，オープ
ン・ドアーズ小学校の幼児教室に入ってしばらく
した後に，もう一方の英語の幼稚園を退園させて
いた．つまり，日英 2 か所に加えて，一時はさら
にもう一か所の英語の幼児教室に通い，そのうち
一方をやめさせたのである．アメリカで日本人子
女を対象とした家庭教師をしている日比谷氏によ
れば，2 歳半から子どもを日本語の幼稚園に入れ，
5 歳になって現地の小学校の幼児教室に入学して
から 5 半日ずつ通い，補習授業校の幼稚部（年長
のみあり）に入学すると日本語の幼稚園を辞めさ
せるパターンが一般的だそうである．
　シアトル近辺の現地小中学校には，海外子女
の学習ニーズに応える支援がいろんな形にあ
る．小学校入学段階からEnglish Language Learners
（ELL），いわゆる英語非母語話者のためのEnglish 
as a Second Language（ESL）教育が設けられてい
る．入学登録書に「家庭で英語以外の言語を話す」
との回答があった児童全員が専門教諭の監督下で
英語の試験を受けることになっている．その試験
はESL教育の適性検査である．アメリカで生まれ
た大曲家の長女も日比谷スタイネガー家の長男も
「ESL不要」の結果が出たが，日比谷スタイネガー
家の 5 歳の次男はそうは行かないだろうと思われ
ていた．野間家は，子どもが二人とも「ESL初学
者」との結果だったが，妹は小学入学時に渡米し
たため，シアトル郊外ベルビュー市の小学校の規
則に従い，しばらくの間は午前中ESL指定校に通
学し，午後に自校に登校していた（但し，水曜日
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表 1 ．介入支援の分類
↓ 介入支援策
 ↓ 介入支援の要素，選択
 ↓ 助長の手段
↓
生活状況の準備
日本人児童の遊び相手
地理的位置付け
転職
主要の学校教育の準備
転校
幼児教育
現地の公立幼稚園
現地の私立幼稚園（英語）
私立幼稚園（日本語）
多重入園
初等教育
ESL
現地の公立小学校
州立学力試験
現地の私立小学校
ギフテッド教育プログラム
ITBS（標準適性検査）
中等教育
ESL
チュートリアル
現地中学校
日本の受け入れ高校
高等教育
補習教育の準備
補習授業校
幼稚部
小学部
教科書の使用法
班活動
中高部
資格獲得機関
IQテスト
日本漢字能力検定試験
在外の塾
英語塾
数学塾
一時帰国の体験入学
家族旅行
親戚付き合い
習い事，運動部
ドリル
宿題遂行の監督
優先順位の付け方
時間設定，環境構築
補習授業校の宿題
日記
ワーク，ドリル
現地校の宿題
メディアの使用と保護者の教育資源
読書
日本語の読書
補習校の図書室利用
英語の読書
本の注文用紙
日本のテレビ
現地における日本語の放送
短期大学での家庭教育学級
辞書
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は午前中のみ）．「ESL初学者」から「中級」へと
レベルが上がると 6 ，朝から自校に登校し，週に
一度ESL専門教諭がホームルームからESL教室へ
連れ出し，ESLを教えたり，英語能力発達の具合
を見たりすることになっていた．長男は中学生で
あり，各中学校にESL専門教諭が十分いるので，
校内でESL教育が受けられた．とは言え，「ESL
指導不要」と指定されESLのための連れ出し教
育を「卒業」できても，現地の児童生徒と同様な
レベルで授業が理解できるとは決して限らないの
であるが．ところで子どもの学習の進み具合は州
単位で行われている州立学力試験の結果によって
親はある程度知ることができる．日比谷スタイネ
ガー家の長男は州立学力試験で平均より結果が良
かったため，安心して日本語の勉強に力を入れさ
せることができた．さらにベルビュー市内の中学
校では，最後の校時が「チュートリアル」（Tutorial）
と呼ばれる時間で，教師が皆それぞれ担任教室で
助けを必要とする生徒に個人指導をすることに
なっているので，野間家の長男は毎日そこで先生
の助けを得ながら現地校の宿題を終わらせて帰宅
するようにしていた．
　主要の学校教育機関では英語が教授言語である
のと反対に，日本語を保持・習得させるためにあ
るのが補習教育であり，その中心となっているの
が補習授業校であった．補習校は日本国内の指導
要領を部分的に教育課程とすることでアメリカの
現地校に週に 5 日間通っている海外子女の主要の
学校教育の補習になり，児童生徒が渡米前に日本
で受けた学校教育の補習にもなるのである．中高
部と小学部に子どもがいる短期滞在者の野間氏
は，子どもが日本の学校で学習していた単元を，
同じ教科書を利用していた補習授業校でそのまま
続けられたと言っていた．日比谷氏は，補習授業
校は週一回土曜日だけという時間制限の中で単元
をカバーするために，日本国内よりは教科書が中
心になっているという様子を説明していた．小学
部の授業で多少は班活動もやっているが，日本国
内ほどではなかったようだ．
　地理的に遠いとはいえ，日本国内の帰国子女受
け入れ体制には気を配っているようであった．例
えば大曲氏は，あと何年海外に住むか不明な状況
で子どもの教育を準備するために，帰国の可能性
や帰国子女受け入れ校の状況を押さえながら考え
ていた．同様に，特別枠を設定している大学の存
在が日本語識字を追求する希望を助長していたよ
うである．日比谷スタイネガー家の長男は小学三
年生なりに将来日本の大学に行きたいと思い，日
本語の勉強に熱心に取り組んでいた．
　補習授業校以外に補習教育のニーズに応えるの
は現地の塾，一時帰国の体験入学や，資格取得機
関を含む習い事や運動部活動であった．特に中学
生の野間家の息子には塾の存在が大きかったよう
だ．古市塾では中高生が受験数学の勉強をするこ
とができ，福島塾では小中高の生徒が，現地適応
にも役立ち，受験勉強にもなる英語を訓練するこ
とができた．独学で補習できる方法としては，日
比谷スタイネガー家の小学三年生の長男が自分か
ら進んで勉強して受験した日本漢字能力検定試験
があった．移動を伴う学習としては，わずか二年
前に渡米した野間家は別として，日比谷スタイネ
ガー家と大曲家は頻繁に一時帰国の体験入学を子
どもにさせていた．日比谷スタイネガー家は2年
前から1年おきに，大曲家は長女が小学一年生の
頃から毎年渡航して体験入学，体験入園のために
子どもを日本へ連れて行っていた．家族旅行にな
り，親戚と会える機会にもなることが自然に体験
入学を助長しているようであった．運動を含む習
い事については，大曲家ではバイオリン，サッ
カー，体操，日比谷スタイネガー家の長男は，習
字やドリルを使った漢検勉強に取り組んでいた．
アメリカの学校生活のまだ慣れない野間家は，宿
題で精一杯であった．
　その宿題遂行の監督は誰にとっても大きな課題
であった．勉強の優先順位の付け方は家庭によっ
て相違があったが，大変な宿題をやさしい宿題よ
り先に終わらせることが共通のポリシーであっ
た．したがって，短期滞在の野間家では現地校の
宿題が先になっていたが，反対に，国際結婚の日
比谷スタイネガー家では補習校の宿題が先であっ
た．ただし，やさしい方の宿題，あるいはサポー
トを受けられる宿題は帰宅前に終わらせるとも
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あった．例えば，野間家の娘は土曜日の放課後に
友達と一緒に補習校の宿題をほぼ終わらせ，日記
だけを残し，それは一週間の間に「書くことがあ
るときに」することになっていた．長男は，現地
中学校のチュートリアルで現地の宿題を終わらせ
るため，家では主に補習校の宿題をしていた．
　日比谷スタイネガー家の長男は現地校の宿題こ
そ帰りのスクール・バスの中で一人でほとんど終
わらせていたものの，補習校の宿題は毎週 4 日間
かかるとのことで，それは主に日記を書くため
だったが，ワークとドリルでさらに 1 日かかると
のことであった．「現地校の宿題をする時間がで
きるように，週の最初のほうに補習校の宿題を終
わらせるようにしている｣と母親は語っていた．
それを助長するもう一つの工夫は，母親が家庭教
師をしている場所に長男を連れて行き，そこで自
分の（補習校の）宿題を一人でさせるというやり
方で，勉強しやすい環境を作っていた．次男に関
しては，日記を書かせたあと，母親が校正し，さ
らに子どもが直すというように親子で日記を往復
させていたので時間がかかっていたようである．
　長期滞在者の大曲家では，現地校と補習校のそ
れぞれの宿題の負担が半々のようであった．日曜
日の朝に両方やり，平日は補習校の宿題を 2 ，3 
日やって，あとは現地のギフテッド教育プログラ
ムでのテスト対策の時間になっていた．補習校の
日記は土曜日までに「終わるか終わらないかのと
ころ」であった．
　メディアの使用は余裕次第のようであったが，
場合によっては効果的であった．日比谷スタイネ
ガー家の長男は 1 日 1 冊のペースで常に本を読ん
でいた．両言語とも伝記が好きなようであったが，
英語よりも日本語の方が多かった．何十巻にもな
る日本語の伝記シリーズのものを補習校の図書室
で借りて帰っては，熱心に，平日のスクール・バ
スのバス停などで立ち読みして待っていた．英語
の読み物に関しては，フィクションや短い伝記で，
友達同士で読んでいた．現地校から子ども向きの
書籍販売の宣伝が家に送られるが，将来は日本の
大学進学を目標にしている小学校中学年の長男に
は，英語より日本語の方に関心があるようであっ
た．彼はNHKの「プロジェクトX」をテレビで見
て感激し，物作りの喜びに心の目が開いたようで
あった．この説明を母親は生き生きと語っていた．
　子どもを読書好きにさせる工夫が現地校でも補
習校でも家庭でも見られたが，何語で読むかは悩
みの種になっていた．大曲家では，長女が小さい
ときは，親が自分にとって第二言語である英語で
読んでやったが，それは近くの短期大学で行われ
た家庭教育学級の講師の「英語の発音にこだわら
ずに読んであげよう」とのアドバイスによる判断
だった．しかし，その後長女が4歳の時に弟が生
まれ，徐々に娘より息子に読んでやることが増え
たが，娘は自分の英語の発音を他人に指摘される
ことに気付き，息子には第二言語の英語ではなく，
母語の日本語で読むことにしたのであった．なお，
ギフテッド教育プログラムで豊富な語彙を求めら
れる長女のために，送り迎えの車の中で，カセッ
ト付きの絵本を使っていたが，それはもちろん英
語の本であった．
　それ以外のメディアはと言えば，児童向けの教
材だけではなく，親の教育資源になるものもあっ
た．日本で放映されたテレビ番組の他，現地の海
外滞在者向け日本語番組もあった．大曲氏は海外
子女教育関連番組で帰国後の受け入れ校出願の
際，アメリカのギフテッド教育がどう見られるか
を初めて知った．また上記のように，アメリカ現
地での家庭教育関連のセミナー等は問題点もあっ
たとは言え，その存在は一つのリソースになって
いた．親が子どもの日本語の学習だけではく，英
語による現地の学校教育の学習を監督し，場合に
よって助けなければいけないので，野間氏にとっ
ての大切な本は辞書であった．
検討と結論
　本調査で取り上げられた家庭教育でのさまざま
な苦労は，国際理解と外国語能力を豊かに育成す
る一定のエリート・コースの教育課程ではなく，
日本人の海外滞在者が国際的な状況の中で模索
し，その時その時に必要だと感じる，あるいは好
ましく思う，環境要素をもたらす過程であった．
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例えば，最終的には大曲家の娘カコはギフテッド
教育の道に進んでいた．本人は帰国よりもアメリ
カに住むほうを望んでいたが，今後の家族の予定
は経済次第であるため，当面のところ大変でも学
習両立を継続するつもりであった．そんな学習負
担を担う中で，弟の方はお姉さんほど素直でない
ためいつまで持続できるかと母親は心配してい
た．同様に，日比谷スタイネガー家の長男は日本
びいきで母親も日本にいる自分の家族に対する恩
返しを考えて日本に住むことを望んでいたが，夫
の方は，日本料理は食べられるものの，日本語が
得意ではない上に，自分のキャリアはアメリカに
あった．それとはやや異なり，野間家は長男の受
験のために父親を半年単身で残して先に帰国する
準備をするなど日本の学校に戻ることが念頭に
あった．長男自身はアメリカでの経験を貴重に
思っていたが，妹はそろそろ日本へ帰りたがって
いたし，長男も（在外のまま）受験勉強に集中す
る時期であった．
　それぞれの家族の子どもたちのバイリテラシー
習得の今後は人によって違うが，学校における教
育言語と異なる言語をいかに保持し続け，学ぶ意
欲を維持できるかにかかっているであろう．従っ
て，短期滞在者，長期滞在者，国際結婚の家庭，
それぞれの状況は異なるものの，合同でコミュニ
ティを作ることによって初めて母語における学習
継続が可能になっているのであろう．
　海外子女のバイリテラシーに至る児童期学習言
語環境は，親が補習教育を準備し，さまざまな介
入支援によって構築されるものである．その介入
支援は両言語に跨るものであり，教育に関する親
の強調点については一概には言えないものの，現
地社会の中で日常的に提供される第二言語での義
務教育に加え，第一言語での補習・保持教育を準
備する努力は顕著である．その中心になっている
のは補習授業校であるが，海外子女が｢補習授業
校｣で，実際に「補習」している教育とは，出国
前の日本の教育なのか，在外中の現地の教育なの
か，帰国後の日本の教育なのか，どこの教育であ
るのかは曖昧である．補習校の校長も教師も学校
の教育理念については｢帰国準備｣の目的に挙げ
る．それは補習校を援助している文部科学省や海
外子女教育振興財団の立場とも一致している．ま
た，その目的達成のために補習校が大いに役立っ
ているのも明らかである．しかし，短期滞在者だ
けでなく，さまざまな生活背景を持つ日本人や
「現地の人間」とも言える人々も補習校の一部を
占めている．従って，第一義的な教育理念にとど
まらず，海外に長期間滞在する，あるいは永住す
る日本人児童生徒の母語における識字を育む一機
関としても存在し，その機関はバイリテラシー習
得を助長している一つの補習教育のコミュニティ
の中心的な存在でもある．そのコミュニティの中
で営まれる補習教育のさまざまな努力が二言語に
よる児童期学習言語環境をもたらすことにより高
度なバイリテラシー習得の媒体になっているのだ
と言えよう．
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注
1 但し，学年のカレンダーの違いによる調整の必要性
は認められる．
2 教科書は，2008年度から日本国籍を持たない子ど
も（親が日本人あってでも）には配布されないこと
になった．又，地域により，補習校に入学していな
い子どもは教科書をもらえない（Naomi Langager, 
personal communication, December 2009）．
3 同財団は，文部科学省と外務省が共同で経営せてお
り，主に海外事業を営む日本の企業や団体からの会
費で運営されている（海外赴任ナビ，2007-08 in 
Langager, 2010）[0]．
4 言語能力IQの数値は99でやや普通であったが
（100が平均），それは第二言語にしては優れた結果
だと解釈された．他のIQ分野のスコアは高かったの
である．
5 アメリカでは5歳で小学校の幼児教室 （kindergarten） 
から入学するのが一般的な状況である．
6 このESLのレバル上昇のプロセスは英語では 
“reclassification” （再分類化）という表現が使われ
る．つまり，ESL指導はあくまでも一般学習を助長
するための教育支援の一種であり，英語における生
徒の学力が評価される訳ではないのである．最終分
類は「ESL指導不要」である．
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み氏から多くのコメントをいただいた．この場を
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により本稿の議論が大いに深まったことをここに
記す．
Educational Studies 52
International Christian University
28
